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１． はじめに 
1-1. 概要 
著者らは、平成２３年度の年報において、高精度
な地震災害情報システムの構想を提案した。クリギ
ング法と呼ばれる最も一般的かつシステマティック
な統計解析法(＝地球統計学：不偏線形最尤法）を活
用すれば、任意の地点(=ピンポイント)での地震動推
定が可能である。 
これ以降、毎年、確実に大きな進歩を遂げ、尾張
旭市での実用化を機に、多くの自治体で導入が検討
され始めている。このように短期間で、新しいシス
テムの採用には慎重とならざるを得ない自治体、行
政が、著者らが講演会を開くたびに興味を持ち、導
入を検討されていることは特筆すべきである。 
平成２４年度には、このクリギング法が、客観的
実測データのみを利用しながらも、最も高精度に、
しかも、コストを大幅に抑えて、地震対策の中心的
役割を担うべき中小自治体にも装備可能なハザード
マップ、被害想定マップの作成システムとなること
を示してきた。 
平成２５年度には、低コストで開発した地震計測
装置により、提案システムの精度を、客観的に、最
高精度を保持、更新することが可能であることと、
リアルタイム（発災時）の地震対策にも利用可能で
あることを示した。 
平成 26 年度、尾張旭市は、これまでに著者らが積
み重ねてきた研究成果を採用し、本システムを実用
に資して全面的に活用した、地震ハザードマップ及
び、被害想定マップを作成した。 
平成２７年度、尾張旭市は、成果をまとめて、９
月１日において、ハザードマップを市内全戸配布し
ているが、、その後も、このマップを別途求められる
ことも非常に多い。市の災害対策室によれば、市の
HP でも公表されている一方で、１日に数部程度、印
刷されたマップを提供することも頻繁にあるそうで
ある。マスメディアからの取材も多い。 
平成２９年度、著者らは、海津市の 1 部で試算を
行うなどし、著者らが構築したシステムが、尾張旭
市のみでなく、他市へも容易に導入可能であること
を再確認しつつある。また、尾張旭市内外において、
講演活動をおこないながら、昨年度までに開発した
地震計を持って、市民らの協力を得えながら、尾張
旭市での地震観測活動を継続した。さらに、地表面
と比較して工学基盤面上の地震波の空間的変動がか
なり小さいことを、尾張旭市を事例として定量的に
証明した。 
著者らが構築したシステムが、尾張旭市のみでな
く、他市へも容易に導入可能であることを再確認し
つつある。また、尾張旭市内外において、講演活動
をおこないながら、昨年度までに開発した地震計を
持って、市民らの協力を得えながら、尾張旭市での
地震観測活動を継続した。当初より、尾張旭市内地
表面上における地震観測活動は、地震動の推定精度
を上げるためのキャリブレーションに利用すること
と、リアルタイム地震被害推定システムへの活用を
目的として実施してきているが、本年度の地震観測
活動の中で、著者らは、研究協力者である一市民と
の研究協議に場において、改めてリアルタイム地震
被害想定システム開発の重要性と、実現化可能性に
ついて議論を始めた。著者らが提案し、実用化した
システムにより、地震動を建物ごとにかつリアル
タイムで評価できれば，建物の地震被害低減に大
きく貢献することが可能となる。既存の研究成果
として、想定地震による工学的基盤面での 250m 
メッシュごとの地震動を基に、建物ごとに入力す
る地震動の推定手法が提案されているが、著者ら
は研究協力者との議論において、この手法をリア
ルタイムで建物ごとの地震動推定に用いるために
は、工学的基盤面における地震動およびその空間
分布を評価することが非常に重要であり、この評
価が可能であるか、また、評価結果が実用に利用
できるのかを確認することが必要であるとの結論
に至った。平成２９年度、著者らは、地震被害想定
に利用される最大速度の建物ごとの統計解析結果に
ついて国際会議において公表した。 
さらに、本研究の最も特徴的な建物ごとの（任意
地点における）地震動推定に対し、メッシュごとに
仮想地盤モデルを作成して地震動推定をする場合、
客観性が失われる、精度が不明である、さらに作成
にも、修正にも著者らの提案法と比較すれば膨大な
コストを必要とする等の問題点があることは指摘し
てきた。 
しかしながら、そうした実態にもかかわらず、メ
ッシュサイズを小さくすることにより詳細な地震動
マップを作成する試みが継続されている事例がある。
このため、平成２９年度における報告では、尾張旭
市の推定結果を事例として、メッシュサイズが推定
精度に与える影響を、ブロック・クリギング法によ
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って解析した結果をしめす。メッシュサイズを小さ
くすると、あたかも詳細な地震動マップが得られた
ような錯覚を与える。しかしながら、メッシュサイ
ズを小さくしても、地震動の推定の根拠となるボー
リング調査などによる地盤情報が増えるわけではな
く、精度の低い推定結果であるメッシュの数が増え
るのみであるとの論理的推論は容易に立てることが
できる。本報告はこの推論を定量的に証明するもの
である。これにより、客観性や、維持管理を含むコ
ストパフォーマンス関する問題のほか、精度に関す
る問題について確認した結果を報告した。 
以上の研究成果を踏まえ、本報告では新たに、尾
尾張旭市内の表層地盤における伝達関数の空間分布
に関する解析結果ついて報告する。表層地盤の伝達
関数の空間分布が精度よく推定できれば、リアスタ
イムにおける地震被害想定システムやその他の災害
対応システムシステム開発が現実的なものとなり、、
発災時のみならず事前対策の最適化を図ることも可
能となる。 
 
1-2. 対象とした想定震源と地震動パラメタ 
表１－１に、尾張旭市の実際の業務で対象とした
６種類の想定震源を示す。表１－１に示したように、
尾張旭市では、東海・東南海の 2 連動地震、東海・
東南海・南海の３連動地震と、東海・東南海・南海・
日向灘の 4 連動地震の陸側における震源を対象と
している。特に、東海・東南海・南海・日向灘の 4 連
動地震に関しては，平成 26 年 5 月に愛知県から被
害予測の調査結果が報告されている。この報告によ
ると，南海トラフで繰り返し発生する地震について
「過去最大モデル」と「理論上最大モデル」によっ
て想定している。「過去最大モデル」は，南海トラ
フで繰り返し発生している地震の中で，発生したこ
とが明らかで規模の大きいもの（宝永，安政東海，
安政南海，昭和東南海，昭和南海の 5 地震）を重ね
合わせたモデルである。「理論上最大想定モデル」
は，千年に一度あるいはそれよりもっと発生頻度が
低いものであり，南海トラフで発生する恐れのある
地震の中で，あらゆる可能性を考慮した最大クラス
の地震を想定している。この「理論上最大想定モデ
ル」は陸側ケースと東側ケースの 2 つのケースに分
けて検討している。本報告では、表１－１と表１－
２による６×９種の推定結果のうち、「2 連動地震」
（以下２Ｒと呼ぶ）と「理論上最大想定モデル」の
陸側ケースの想定地震（以下４Ｒと呼ぶ）に対する、
PGVと計測地震動を解析対象とする。 
参考までに，表１－２に、表１－１に示した震源
に対して推定した地震動６種および被害想定パラメ
タ３種を示す。 
1-3. 推定に用いたボーリングデータ 
ボーリングデータは、尾張旭市が同市内に存在す
るデータを電子化したもののうち。位置情報が明確
な 677 地点を選択している。 
第４章において、仮想都市における推定ハザード
マップを示すが、実際の尾張旭市の推定結果を示さ
ない理由は、市行政が個人住宅の地点における推定
結果を一般には公表しない方針を立てているためで
ある。仮想都市を用いる場合、選択したボーリング
の緯度，経度に対して座標変換を行い，仮想都市で
のボーリングデータとしている。 
1-4. 本報告での解析対象 
本報告での解析対象地域は愛知県尾張旭市を中
心とする概ね半径 15km の範囲としている。尾張
旭市では 6 種類の想定地震を用いて地震ハザード
評価が行われている 32)が，本研究ではその中の
愛知県が内閣府の検討を基に想定した南海トラフ
表１－１ 対象とした想定地震 
 
想定震源名 備考（提供元） 
東海・東南海地震 ２連動地震（愛知県） 
東海・東南海・南海地震 ３連動地震（内閣府） 
南海トラフ地震（過去最大） 東北地方太平洋沖地
震を受けて想定され
たもの（愛知県） 
南海トラフ地震（東側） 
南海トラフ地震（陸側） 
高浜―猿投断層地震 （尾張旭市） 
２．  
表１－２ 推定した地震動・被害想定パラメタ 
地震動・被害想定パラメタ 備考 
最大加速度（PGA） 加速度 瞬時の衝撃 
最大速度（PGV） リスク計算に利用 
計測地震度 地震動の一般的指標 
SI 値（揺れの指標） 一般的な構造物 
PL 値 液状化の指標 
沈下量 液状化に伴う 
半壊リスク PGV と建物強度より 
全壊リスク PGV と建物強度より 
死亡リスク PGV と建物強度より 
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を震源とする南海トラフ巨大地震 21)である過去
最大，理論最大・東側，理論最大・陸側（以下，
過去最大，東側，陸側）の 3 種類を対象とした。 
上記の 3 種類の想定地震については，工学的基
盤面上において尾張旭市を含む県全体で 250 m
メッシュごとに地震波形が計算されている。これ
らを利用して，図 1 に示すような尾張旭市内と
その付近で 250m ごとに 532 地点，さらに尾張旭
市外で 4km ごとに 61 地点の計 593 地点を震源ご
とに選択し，工学的基盤面における地震動分布の
計算を行った。 
 
２. 空間統計解析のための基礎方程式 
2-1. 定式化の概要 
本研究では、空間統計法のうち、最少二乗不偏線
形推定値を求めるクリギングの各手法を利用するこ
とにより新しい地震動予測方法を提案する。この方
法によれば、任意の空間における地震動パラメタの
分布推定及びその精度推定が可能であり、予測が客
観的であり、地震動パラメタの算出における人為的
ミスが少なくなり人件費を低廉化することが可能で
ある。また、実際に起こった地震において計測され
た地震動パラメタと予測された地震動パラメタとの、
より有意な統計的キャリブレーションが可能であり、
両パラメタの相関関数の同定と相関精度推定が可能
である地震動予測方法の評価方法を提供できる。さ
らに、この相関関数と推定精度は、より高精度で信
頼度の高い地震動予測を実施するために役立たせる
ことができる。 
すなわち、本研究では、第１に、ボーリング情報
に基づく地震動予測方法を開発する。この手法では、
最初に、ボーリング調査によって実測された柱状図
や各地層のＮ値等の地盤データをもとに、将来起こ
るであろう仮想地震に対してボーリング地点におけ
る地震動パラメタを算出する。ここで、地震動パラ
メタとは、例えば最大加速度、最大速度、最大変位、
震度、実効加速度、卓越周期、ＳＩ値等である。次
に、算出した多数の地震動パラメタに基づき、クリ
ギングの手法によって、任意地点又は任意領域にお
ける地震動パラメタを客観的に推定し、その推定誤
差を算出する。本章では、この推定誤差(精度）を“空
間分布推定誤差(精度）”と呼ぶこととする。クリギン
グの手法としては特に限定はなく、トレンドが一定
でかつ既知という条件で解析するシンプル(単純）ク
リギング、トレンドが未知という条件で解析を行う
オーディナリー(通常）クリギング、トレンドを位置
の関数の線形結合として解析するユニバーサル(普
遍）クリギング、ノンリニア(非線形）クリギング等
の各種クリギングの手法を、データの性質に応じて
用いることができる。この地震動予測方法における
作業は、電子化されたデータを計算機によって処理
することにより実行できる。しがたって、人為的判
断によって作成された地盤モデルに基づくことなく、
その予測を客観的に行うことができる。すなわち、
人為的ミスもなく、人件費も低廉となる。 
また、この手法を基本として、地震観測装置が設
置されている観測地点において実際に発生した実地
震の地震動パラメタをもって、当該の実地震を想定
してボーリング地点で算出した地震動パラメタとの
共変量クリギングを行うことにより、客観的、統計
的に、観測した地震動パラメタと計算した地震動パ
ラメタとのキャリブレーションを行い、２つのパラ
メタの相関関数を同定し、相関精度を推定すること
が可能となる。観測地点でこの相関関数と相関精度
を利用すれば、計算した地震動パラメタから実際の
地震動パラメタを補正予測し、その予測精度を計算
することができる。共変量クリギングの手法を用い
れば、観測地点とボーリング地点の位置や数が一致
していなくても、地震動パラメタのキャリブレーシ
ョンを行うことができる。すなわち、多数のデータ
による精度の高い統計的キャリブレーションを行う
ことができる。あるいは、ボーリング地点で推定し、
補間することにより推定した観測地点での補間推定
値と、当該の観測地点で実測した地震動パラメタを
比較することで予測精度を計算することができる。
このとき、算出した相関精度は、地震動予測方法の
精度の指標とすることができる。本研究では、この
推定誤差(精度）を“解析誤差(精度）”と呼ぶことと
する。すなわち、この精度を評価指標規準として、
各種の地震動予測方法の優劣を判断することができ
るので、より精度の高い地震動予測方法を開発する
際に利用できる。 
なお、キャリブレーションの精度は、一般に、計
測された地震動パラメタおよび算出された地震動パ
ラメタのデータ量が多くて多様なほど向上する。す
なわち、今後、実地震が発生する度に、より多様な
地震動パラメタが観測され、より多数の観測地点に
おいてより多数の地震動パラメタが蓄積される時、
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キャリブレーションの精度を向上させることができ
る。また、観測地点の周辺内において、より多くの
地盤データが採取され、算出される地震動パラメタ
の数が増加するほど、キャリブレーションの精度が
向上する。多数の多様なデータが蓄積されれば、よ
り詳細な地震動予測方法の評価が可能となり、より
精度の高い地震動予測方法を開発する際にも有利と
なる。 
すなわち、以上の手法により、地盤地震動の地域
性や局所性を予測できるとともに、予測精度も明確
となる。したがって、合理的な性能設計法を活用す
る際にも極めて有利である。さらに、都市再生プロ
ジェクトにおいては、撤退か耐震化かを議論する際
にも重要な情報を提供できる。結果として、安全・
安心の社会形成へ大きく役立てることができる。 
2-2.クリギングによる地震動空間分布解析法の
提案－クリギング法の定式化 
① はじめに 
地震動パラメタが空間分布する領域において、い
くつかの特定(ボーリング）地点において計算した地
震動パラメタから、クリギング法によって任意の地
点(あるいは任意の部分領域）における地震動パラメ
タを推定することができる。 
このためには、特定地点において計算した地震動
パラメタから領域を表現する確率場モデルを推定し、
同定する必要がある。 
一般に、ボーリング地点における地震動解析につ
いては、既に提案されているいくつかの手法を利用
することができる。後述するが、各手法の精度につ
いては、クリギング手法を活用することにより、統
計的、客観的に推定することが可能である。また、
確率場モデルを同定すれば、直ちに、これに基づい
て、特定地点において計算した地震動パラメタから
統計的補間を行い、各任意地点における推定値と推
定にともなう推定誤差を求める作業が可能となる。
この空間補間計算は、現代のコンピュータを持って
すれば容易な作業であり、短時間で客観的に完了す
ることができる。 
すなわち、クリギング推定において最も重要な解
析は、確率場モデルの同定であり、特に自己相関関
数の推定である。全体の推定精度は、ほぼ自己相関
関数によって支配されるのである。また、確率場モ
デルの同定は、データによって難易度が異なり、精
度にも影響を及ぼす。確率場モデルの同定は、重要
であり、高度な解析技術を要するクリギング推定法
の要である。本節では、いくつかの同定手法を紹介
し、実際のボーリング地点における地震動計算結果
を利用して、その有効性を確認する。 
また、その後、クリギング手法を活用したボーリ
ング地点における地震動の計算精度の推定法につい
ても論述する。 
② 確率場モデルの推定方法 
最初に、ボーリング地点 ui=u(xi、 yi)において、調
査されたボーリングの実データから地震動パラメタ
z(ui)を計算する。 
最初に、対象とする地震の震源モデルを仮定する。
近年、東南海地震、東海・東南海連動型地震、ある
いは南海地震や、これら東南海地震と南海地震の連
動型地震等の震源想定についての研究が進められて
おり、いくつかの震源モデルが提案されている。活
断層等、想定される他の震源についても、いくつか
の震源モデルを仮定することが可能であり、今後発
生する地震については、こうした震源モデルをいく
つか仮定することから地表の地震動を推定すること
になる。 
想定した震源から工学的基盤面(=表層地盤の底面）
までに存在する“工学的基盤”内における地震波の
伝播に関しては、上記のようなハイブリッド法等を
利用することができる。すなわち、こうした手法に
より、表層地盤の底面に伝わる地震波を推定するこ
とが可能である。 
このとき、上記のように、FDEL、FLUSH、SHAKE
等の解析方法を利用することにより、ボーリング底
部(=表層地盤の底面）において推定された地震波か
ら、地表面(=表層地盤の上面）の地震波=地震動を計
算することができる。 
ただし、今後発生する地震の予測ではなく、工学
的基盤や表層地盤における地震動伝播解析手法の精
度を推定するために行う既往の地震のシミュレーシ
ョン解析においては、実測した地震波を利用するこ
とができる。工学的基盤の表層については、例えば、
KiK-Net をそうした深い位置での地震動波形を計測
するためのネットワークとして活用できる。また、
表層基盤の表層(地表）については、K-Net 等が、地
表における地震動波形を計測するために活用できる
ネットワークの代表例である。 
ボーリング底面に伝播した地震動を入力パラメタ
とし、既往の解析手法とボーリング情報によって n
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個のボーリング地点で計算された地震動パラメタを
次式のような地震動パラメタベクトル z で表す。 
( ) ( ) nzz uuz ,,1 =  (1) 
z は、例えば、高さや色によって、その大きさと位
置分布を表現することができる。 
このとき、計算した任意地点の地震動パラメタ
z(ui)と z(uj)の共分散関数 C(ui、uj)による共分散行列
を C とする。ここで共分散関数 C(ui、uj)とは、uiと
ujで計算した z(ui)と z(uj)の相関性の度合い表した関
数であり、一般に ui と uj の間の距離 h=|h|が長くな
るほど小さく(相関性が小さく）なるような確率モデ
ルによって表される。例えば、以下のような指数型
モデル等が利用される。 
( ) ( ) ( )  expσσ, 22 





−===

hhCC ji huu (2) 
ここで 0 and 0 −== jih uuh  (3) 
ここで、σ2 はシル、ℓ は自己相関距離と呼ばれる正
の係数である。上式から分かるように、ρ(0)=1、で
ρ(∞)=0 である。ρ(h)は、h が増加するにつれて急速に
減少する。 
このとき、uiと ujとの共分散関数 C(ui、uj)による
共分散行列 C は、一般に、次式のように表すことが
できる。 
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )











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−−−
=
nnnn
n
n
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(4) 
また、地震動パラメタの計算値の空間分布が正規確
率密度分布にしたがうと仮定すれば、n 個のデータ
から得られる同時確率密度関数 p(z|θ)は次式で得ら
れる。 
( ) ( ) ( )






−−−





= −
−
μzCμzCθz 12
12
2
1exp
2
1 T
n
p

 (5) 
ここで μ は地震動パラメタのトレンドベクトル
μ={μ(u1)、 …、 μ(un)}Tである。μ(ui)は、以下に示す
トレンド関数 fk(ui) (k=0、…、K)によるトレンド関数
ベクトル f(ui)と、係数パラメタ bk (k=0、…、K)によ
る係数パラメタベクトル b とによる位置座標 uiの関
数モデルであると仮定することが多い。すなわち、 
( ) ( )
=
=
K
k
ikki fb
0
uu  (6) 
において、f(ui)は次式のように表される。 
( ) ( ) ( ) TiKii ff uuuf ,...,0=  (7) 
また、係数ベクトル b は次式のように表される。 
 TKbb ,,0 =b  (8) 
ここで X は次式のようなトレンド行列とする。 
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
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 (9) 
この時、μは次式のように表すことができる。 
Xbμ =  (10) 
ここで、クリギング法による地震動の統計的空間補
間をする際には、地震動の空間分布の統計モデルで
ある上記の共分散関数行列 C とトレンド行列 X お
よび係数ベクトル b を決定する必要がある。 
③ 共分散関数－バリオグラム関数およびト
レンド関数の推定方法 
i. はじめに 
上記のように、自己相関関数 ρ(ui、uj)は、地震動
パラメタの空間分布のばらつき、特に地点 ui と uj 
における地震動パラメタ z(ui)と z(uj)の相関性を表し
ている。自己相関距離 ℓ は、ばらつきの大きな地盤
において短く、比較的均質な地盤において長い。地
震動パラメタ z の空間分布は特にこの自己相関距離 
ℓ によって表現される。地震動パラメタの空間分布
を表現するパラメタ(トレンド関数 μ(u)、分散（シル）
σ2、自己相関距離 ℓ ）のなかでも、自己相関距離 ℓ 
の推定が最も難しいことが知られている。 
一方、指数型、双曲型、球型など多数が提案され
ているが、パラメタの空間分布のばらつきが大きい
地盤工学においては自己相関関数のタイプが計算に
影響するようなことは稀である。 
以下においては、地震動パラメタの自己相関関数
のパラメタを適切に決定する代表的な方法を紹介す
る。ただし、手法の選択について重要なのはデータ
の性質や量によって手法を使い分けることであるこ
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とを記しておく。 
ii. 最尤法 
最尤法は、最も一般的に確率場あるいは確率場を
現す統計パラメタを推定する手法であり、上記の同
時確率密度関数 p(z|b、θ)、または下記のように同時
確率密度関数 p(z|b、θ)の対数値 L(z|b、θ)の最大化を
基準として、モデルパラメタを決定する手法である。 
( ) ( )
( ) ( ) ( )XbzCXbzC
θbzθbz
−−−−−=
=
−1
2
1ln
2
12ln
2
,ln,
Tn
pL

(11) 
ここで、|C|は C の行列式(determinant)、C-1は C の
逆行列である。 
また、このとき、トレンド成分 Xb の係数パラメ
タベクトル b については、次式の最小二乗法で推定
することができる。 
( ) zCXXCXb 111ˆ −−−= TT  (12) 
ただし、上式には、共分散行列 C の逆行列が含ま
れるため、係数パラメタベクトルbは、対数尤度L(z|b、
θ)を最大化する過程で同時に求めることとなる。 
iii. AICを利用する方法 
上記からも明らかなように、例えば、トレンド関
数における係数のパラメタ数(次数 K）等は任意の数
値である。また、共分散関数のパラメタ数等も任意
である。一般に、同時確率密度関 p(z|b、θ)の対数値
L(z|b、θ)の最大値は、パラメタ数を多くすることに
よってより大きくすることが可能である。しかしな
がら、パラメタ数を多くすることで、データｚが本
来内在している情報量より以上に最尤値を最大化し
ても適切ではない。 
一般に赤池統計量 AIC は、パラメタ数 m と対数
最大尤度 Max{L(z|b、θ)}との適切なバランスを取る
ために利用される基準である。すなわち、確率場モ
デル、すなわち、共分散関数 C(ui、uj)やトレンド関
数 f(ui)等の同定には、最大対数尤度とパラメタの数
m に基づく情報量基準である AIC(赤池統計量）基準
によってその優劣を検討した結果を利用することが
できる。AIC は、下記のように最大対数尤度の 2 倍
の負値とモデルパラメタ数 m の 2 倍との和を最小化
する基準として定式化されている(Akaike1973)。 
( )  ( )mp +−= 2,lnMax2AIC θbz  (13) 
最尤法あるいは赤池統計量基準法が有効であるの
は、データ z に関する高質で充分な情報量が得られ
ている場合である。すなわち、最大値となる基準を
明確に推定することが可能である場合である。 
iv. 拡張ベイズ法 
地盤工学において自然体積地盤を解析の対象とす
る場合には、データの質が低かったり、情報量が充
分でなかったりすることが頻繁である。例えば、非
都市域や開発の初期にある郊外等においては、一般
に実施されているボーリング調査数は小さい。この
ため、こうした地域において入手できるデータのみ
から得られる情報では、正確な地震動の分布を求め
ることが困難であることが多い。すなわち、最尤法
や、AIC の最小値が不明瞭となり、正しい統計パラ
メタを明確に特定できないことが多い。 
以上のように、対象地域からのみ得られる情報量
が小さい場合には、拡張ベイズ法(以下、EBM と略
称する）を利用することができる。EBM によれば、
近似した環境における既往の経験や情報を、“事前情
報”として利用することにより、こうした少ない情
報(尤度）から重要な情報を“抽出”することができ
る。 
地震動パラメタを表す統計パラメタ θ の事前情報
が正規分布にしたがうと仮定すれば、事前分布は、
以下のように表現することができる。 
( ) ( )





 −
−= 2
2
2
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μexp
2
1
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θ
θ
θθ
θ
θ

p  (14) 
通常のベイズ推定とは異なり、EBM では、事前
分布における平均値 μθと分散 σθ2は、次式で定義さ
れる ABIC 値を最小化することによって推定され
る。 
( )
( ) ( ) ( )'2dσ,μ'ln2
,σ,μABIC
2
2
mpp
m
+−=  θθθz
θ
θθ
θθ  
(15) 
ここで、統計パラメタ θ は、μθによって求められ
ることとなる。実際の推定計算において、上式はラ
グランジェ－ガウス数値積分法等を利用することに
よって求められることになる。 
一般の地盤工学においては、通常の土質パラメタ
の自己相関距離は、水平方向には数十から数百メー
トル、鉛直方向には数十センチメートル程度である
ことが多いことが知られている。こうした地盤調査
における既往の情報や経験を活用することにより、
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目標地域におけるパラメタの μθや σθ2 をより適切に
推定することが可能となり、地震動分布の予測に利
用することが可能となる。 
v. データに推定誤差(ノイズ）がある場合 
本手法においては、ボーリング地点において実際
に計測した地盤情報に基づいて、ボーリング地点に
おける地震動パラメタを推定し、これを空間補間す
る。しかしながら、地層構造も広い範囲にわたって
均質ではないため、たとえボーリング地点における
地層構造も変動する局面の位置地点での構造に過ぎ
ない。地層構造が連続あるいは、不連続に周囲と接
していれば、周辺地盤の地震動の影響を受けて、当
該ボーリング地点で生じる地震動は予測とは異なる
可能性が高い。すなわち、一次元的な構造から当該
地点の地震動を推定することはできないのであり、
周囲の地盤の影響を受けて 3 次元的空間の中で生じ
た地震動をその当該地点での推定をする必要がある。
また、ボーリング調査をおこなっても当該地点にお
ける土質パラメタを細大漏らさず測定し、推定に反
映させることはできない。したがって、ボーリング
地点で推定した地震動パラメタといえども、これは
ある程度の推定誤差を持った値であることを評価す
ることが適切である場合がある。ここでは、この推
定誤差を“計算誤差”と呼ぶ。 
“計算誤差”が存在するにも拘らず、これを評価
しないで、自己相関関数を推定すると、自己相関距
離が以上に短い値となり、全域の空間分布推定結果
は、“ホワイトノイズ”のような分布状況となり、推
定は無意味となる。 
したがって、地震動パラメタの空間分布を推定す
る際には、このボーリング地点における推定誤差に
配慮して、共分散(自己相関）関数を決定することが
重要である。ボーリング地点で推定した地震動パラ
メタの値に誤差(ノイズ）が付帯している場合、この
ノイズは、ナゲットと呼ばれる阿多によって評価す
ることができる。共分散関数は、このナゲットが以
下のような３つの条件を満たすものと認められるこ
とから、容易に定式化して推定することができる。 
１） ボーリング地点 i におけるナゲットに関する
統計(誤差）モデルは以下のように表すことが
できる。 
( ) ( ) iii yz += uu    (16) 
ここに εi は、ボーリング地点 i における推定誤差
であり、平均値は 0 で、分散 σi2は各地点 i において
既知であるとする。 
また、ここで平均地震動パラメタのベクトル y は、
以下のように定義する。 
 ( ) ( ) nyy uuy ,,1 =  (17) 
２） ボーリング地点 i における推定誤差は、平均
地震動パラメタ y(ui)に対して独立である。す
なわち、次式が成立する。 
 ( )( )   0,cov =iiy u  (18) 
３） さらに、任意のボーリング地点 i における推
定誤差 εiと、i とは異なる任意のボーリング地
点 j における推定誤差 εjは互いに独立である。
すなわち、次式が成立する。 
 ( ) ( )jiji =  0,cov    (19) 
上記３つの条件により、“計算誤差”ε はクリギン
グ解析においてフィルタリングすることが可能であ
り、次式に示すような線形結合を用いて、z(uα)から
y(u0)を推定することが可能である。 
( ) ( )
=
=
n
i
ii zy
1
0
* uu   (20) 
ここで、ナゲットを付帯した共分散関数 C’は次式に
よって表すことができる。 
ObsCCC +='  (21), 
ここで  
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
C  (22) 
ここで、ナゲットの効果は、行列 CObs。の誤差分
散 σi2によって表現されている。注意すべきは、この
誤差分散が行列 CObs。の対角項のみに現れているこ
とである。 
“計算誤差”が付帯する場合の共分散関数は、行
列 C ではなく、行列 C’。に対して、最尤法、AIC 法、
拡張ベイズ法等を適用することによって推定するこ
とができる。誤差分散 σi2についても、トレンド関数
μ、分散 σ2、自己相関距離 ℓ を推定する過程におい
て同時に推定することができる。“計算誤差”が無視
し得ないほど大きい場合、行列 C’、を利用すること
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により、ナゲット効果に配慮しない場合よりも長い
自己相関距離を伴ったより適切な自己相関関数を推
定することができる。 
④  クリギングによる空間分布推定法 
一旦、共分散関数が決定されれば、空間補間計算
は容易である。共分散関数の決定過程においては、
トレンド関数等も同時に推定されるので、トレンド
の空間分布、地震動予測分布、信頼区間分布につい
て、一般的なパーソナル・コンピューターによって、
ほぼ自動的に、極短時間で客観的な推定結果を得る 
ことができる。主な計算内容は以下のとおりであ
る。 
クリギング手法によれば、同定された確率場モデ
ル領域内の任意の点u0における地震動パラメタの推
定値 Z(u0)とその推定誤差 σ2(u0)を次式によって求め
ることができる。 
( ) zλu TZ =00ˆ  (23) 
( ) ( ) 00000
2
0σ mνuuu
TC −−=  (24) 
ここに、λ0は、次式のような u0に関する重み係数
ベクトルである。 
( ) ( ) Tn 000 uuλ  ,...,1=  (25) 
また、ν0は、次式のような重み係数ベクトル λ0と、
ラグランジェの未定係数ベクトル η による係数ベク
トルである。 






−
=
η
λ
ν
0
0  (26) 
さらに、m0は、次式のような u0における共分散ベ
クトル c(u0)と、トレンド関数ベクトル f(u0)によるベ
クトルである。 
( )
( )





=
0
0
0 uf
uc
m  (27) 
共分散ベクトル c(u0)は、u0について次式のように
定義できる。 
( ) ( ) ( ) TnCC 0010 ,,u uuuuc −−=   (28) 
また、トレンド関数ベクトル f(u0)は、式(6)によっ
て u0について次式のように定義できる。 
( ) ( ) ( ) TKff 0000 ,...,u uuf =  (29) 
すなわち、m0は、共分散ベクトル c(u0)とトレンド
関数ベクトル f(u0)により既知である。 
ここで共分散行列 C とトレンド行列 X とを結合
した行列 C’を次式のように定義する。 






=
0X
XC
C T  (30) 
ただし、“計算誤差”に配慮する場合には、上記の
行列 C ではなく、C’を適用すればよい。 
この時、ν0 は、次式を解くことによって決定す
ることができる。 
00 mνC =  (31) 
ここに、ν0(＝λ0 と η）、共分散関数 C(ui、uj)ある
いは C’(ui、uj)と、地震動パラメタベクトル z から任
意の点 u0 における地震動パラメタの推定値 Z(u0)と
その推定誤差 σ2(u0)を求めることができる。 
 
３.  リアルタイム地震動推定と被害推定への展開 
著者らが、これまで提案した手法をさらに展開
することによって，地震が発生した際に得られる
限られた数の観測記録を用いて，任意地点での地
震動強さを推定することが期待できる。本報告書
は、その概要について記すものである。 
リアルタイムでの地震動推定において，地表面
に設置した地震計の観測記録から直接地震動強さ
の空間分布を評価するためには，想定震源に対す
る地震動推定の場合と同様、表層地盤における地
盤パラメタや層圧等に大きなばらつきが存在する
ことに注意しなければならない。例えば尾張旭市
での解析事例において，地表面における PGA や
PGV，計測震度の自己相関距離は 150～700m27)程
度であり，設置した地表面における地震計 2 地点
間での観測記録における相関係数を最低でも 0.5
以上とするためには，おおよそ 100 m 四方に 1 台
の密度での観測記録が必要となり，このように密
に地震計を配置した地震観測網を設置し、維持管
理することは，一般に実用的とは言えない。 
一方，工学的基盤面以深における地盤パラメタ
等のばらつきは比較的小さく，例えば尾張旭市で
の工学的基盤面における地震動強さの自己相関距
離は 1.5～2 km 程度以上 36)ある。したがって、図
‐１に示すように，おおよそ 1 km 四方に 1 台の
密度で地表面に地震計を設置し，得られた観測記
録から増幅率の逆数を乗ずる（逆解析）ことによ
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って同地点での工学的基盤面における地震波，続
いて工学的基盤面における任意地点での地震波
の空間分布を推定し，これに当該地点での増幅率
を乗ずれば（順解析），任意地点での地表面におけ
る地震動強さを推定することができる。しかしな
がら PGV などの地震動強さの増幅率は，表層の
地盤特性のみならず地震動の振動数特性にも依
存することから，増幅率の評価には大きな不確定
性を伴う。 
本報告では，表層地盤における伝達関数（以下，
単に「伝達関数」という）を用いることを念頭に，
限られた数の地震計観測記録と，解析対象領域内
の空間分布推定において十分密に採集されたボ
ーリング等による表層地盤データとを用いて，地
表面における任意地点での加速度フーリエ振幅ス
ペクトル（加速度波形のフーリエ変換の実部と虚
部の二乗和平方根）を推定する手法を提案する。
加速度フーリエ振幅スペクトルを用いれば，文献
33)の手法より，加速度応答スペクトルを求めるこ
とも可能となる。ここでは，まず想定地震の工学
的基盤面における地震波を用いて地震応答解析
（順解析）により評価したボーリング地点での伝
達関数に，拡張クリギング法を適用して空間補間
計算することにより，任意地点での伝達関数を推
定する。地震計により観測が行われている場合に
は，空間補間計算にてこれらの観測結果による当
該地点での伝達関数を追加・利用することもでき
る。あらかじめ解析対象領域内の全建物地点や地
震観測地点を含めた任意地点での伝達関数を補間
推定し，データベース化しておくことで，地震発
生後に地震応答解析をすることなく，観測地点で
の地表面における加速度フーリエ振幅スペクトル
を計算し，工学的基盤面におけるスペクトル評価
と空間補間計算を経て，直ちに任意地点での地表
面における加速度フーリエ振幅スペクトルを計算
することができる。 
さらに本報告では，愛知県尾張旭市を事例とし，
限られた数の仮想地震計の観測記録に提案手法を
適用して得られた各ボーリング地点での加速度フ
ーリエ振幅スペクトルと，工学的基盤面における
地震波と伝達関数から直接計算した同ボーリング
地点での加速度フーリエ振幅スペクトルとを比較
することで提案手法の妥当性を検討する。 
４． ボーリング地点での伝達関数 
地表面における加速度フーリエ振幅スペクトル
AO(f)は， (1)式 21)で表現することができる。 
( ) ( ) ( )fff AAA GE ='O             (32) 
ここに，AE(f)は工学的基盤面における地震波の加
速度フーリエ振幅スペクトル，AG(f)は観測地点で
の伝達関数である。任意地点での AG(f)は，(1)式よ
り得られるボーリング地点での AG(f)（地表面と工
学的基盤面における加速度フーリエ振幅スペクト
ルの比）に拡張クリギング法を適用した補間推定
によって求めることできる。 
ボーリング地点での地表面における加速度フー
リエ振幅スペクトルおよび伝達関数を評価するた
めの地震応答解析手法としては，時刻歴応答解析
や等価線形解析など様々な方法があるが，後述す
るように，地表面における地震計観測記録を工学
的基盤面に引き戻す必要があることから，工学的
基盤面における地震波を入力とする，等価線形一
次元地震応答解析により算定した。その際，周波
数依存の等価ひずみ 29)を用いた。地震応答解析の
地盤モデルに用いる G-γ，h-γ関係についてはボー
リングデータの土質区分を砂，粘性土，礫の 3 種
類に分類し，下記の今津・福武の式 23)を用いて設
定した。 
   
( )( )
( ) dch
baG
G
=
+
= 

　,
1
1
max
      (33) 
ここに，G/Gmaxはせん断剛性比，h は減衰定数（%），
γ はせん断ひずみ，a，b，c，d は表-2 に示す土質
ごとのパラメタ 24)である。また S 波速度 Vs（m/s）
 
図-１ 提案法の概要 
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は(3)式 15)により算出した。 
NfeVs =              (34) 
ここに，N は層ごとの平均 N 値，e，f は表-2 に
示す土質ごとのパラメタである。なお，この手
法は地盤のひずみレベルが 0.1％までの範囲内
における想定結果は有効である 37)。また，地表
面と工学的基盤面における加速度フーリエ振幅
スペクトルは，いずれもバンド幅 0.4Hzの Parzen
ウィンドウを用いてスペクトルの平滑化を行っ
た。 
 
５．解析例 
５.１. 対象地域とデータ 
本研究で対象とする愛知県尾張旭市内の伝達
関数の評価に用いたボーリングデータは，同市
が平成 25 年度事業において独自に収集し整理
した 676 本と，周辺の市などから提供を受けた
72 本の計 748 本である。尾張旭市での個々のボ
ーリングデータの長さはおよそ 20ｍであり，そ
の中でも調査深度の深いボーリングデータの平
均 N 値が 50 程度以上となる層が工学的基盤面
であると設定し 37)，尾張旭市の場合，工学的基
盤面から地表面までの深度は 20ｍ程度であると
判断した。 
地震動データとしては，尾張旭市が平成 26 年
に実施した被害想定において同市が独自の被害
想定を行った猿投－高浜断層帯地震（以下，猿
投－高浜地震），愛知県が想定した東海・東南海
連動地震（以下，2 連動地震），国が想定した東
海・東南海・南海 3 連動地震（以下，3 連動地
震），および愛知県が内閣府の検討を基に想定し
た南海トラフを震源とする 3 種の南海トラフ巨
大地震 21)（いわゆる「過去最大」，「理論最大・
東側」，「理論最大・陸側」，以下，それぞれ過去
最大地震，東側地震，陸側地震）の 6 震源によ
る 250m メッシュ（2 連動，3 連動地震は 1km メ
ッシュ）ごとの工学的基盤面における地震波（猿
投－高浜地震は 1 成分，その他の震源は水平 2
成分（NS，EW 方向）の計 11 種類の地震波）群
を用いた。本研究では，これらのメッシュ毎に
算定された工学的基盤面における地震波をその
中心地点での地震波とし，各ボーリング地点で
の工学的基盤面における地震波は，ボーリング
 
図-2 4 ボーリング調査地点のサンプルと 
仮想地震計の設置地点 
 
 
  
(a) ポイント a               (b) ポイント b 
  
(c) ポイント c             (d) ポイント d 
図-3 4つのボーリング地点におけるスペクトル比 
 
 
図-4  748のボーリン地点における伝達 
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地点から最も近い 4 つのメッシュの中心点での地
震波の加速度フーリエ振幅スペクトルを距離の逆
数の 2 乗で加重平均した加速度フーリエ振幅スペ
クトルと，最も近接するメッシュの中心点での地
震波の位相で構成されていると仮定した。 
５.２. ボーリング地点での伝達関数の推定結果 
748 の各ボーリング地点にて，2.1 節の手法に基
づき，3.1 節の 11 種類の個々の地震波に対する地
表面と工学的基盤面における加速度フーリエ振幅
スペクトルの比を求めた。一例として 4 つのボー
リング地点（図-2 の◎）での各想定地震によるス
ペクトル比を図-3 に示すが，猿投－高浜地震を除
いた全地震のスペクトル比はほぼ一致している。
ここで，猿投－高浜地震は他の震源と比較して地
震動強さが大きい（計測震度 6 強程度，その他の
震源は 4～6 弱程度）ことから，それがスペクトル
比に及ぼす影響を確認するため，猿投－高浜地震
の地震波を 2 倍の大きさにして，他の地震と同様
にスペクトル比を求めた（図-3 の太い実線）が，
(a)は 0.6～4Hz，(b)は 0.3～6Hz，(c)0.6～7Hz，(d)
は 1～10Hzで元の猿投－高浜地震のスペクトル比
の値と異なる部分が見られた。一般には同一の地
盤でもスペクトル比が一致しない場合があり，そ
の最大の要因は地震動によりひずみレベルが異な
ることであると考えられる。また，これに加えて，
地震波の入射角（鉛直入射か斜め入射か）や入射
方向（東から，あるいは西からなど）もスペクト
ル比に対して影響する可能性がある。ただし今回
の場合，比較的浅部の地盤を扱っていることから，
スネルの法則により地震波の入射角は鉛直に近い
と考えられ，入射角や入射方向の影響は比較的小
さいと考えられる。したがって，今回はひずみレ
ベルが提案手法の適用範囲内である 0.1%程度以
内となる場合，スペクトル比の地震毎の違いは大
きくないと判断した。本論文における最大ひずみ
レベルは猿投－高浜地震の 0.001％であることか
ら，適用範囲内の結果となっている。本研究では
想定地震を用いた手法の提案を目的とするため，
図-3に示すような地震動強さの大きさによるスペ
クトル比の値の変化を伝達関数に考慮することは
今後の課題とすることとし，今回の尾張旭市内に
おいては各ボーリング地点での 11 種類の地震波
群から得られるスペクトル比の平均値（対数平均）
をその地点での伝達関数とした。 
図-4 に 748 の各ボーリング地点での伝達関数の
周波数ごとの最大値と最小値，平均値を示す。
0.4Hz 以下では最大値，最小値共におおよそ 1.0 程
度であるが，これより高い周波数では最大値は次
第に増加している。一方，最小値は 2Hz まで 1.0
程度であるが，その後減少に転じている。図-4 に
も見られるとおり，0.5Hz 以上では各地点での増
幅率が異なることから，空間統計解析による任意
地点での伝達関数が必要である。 
 
５.３. 伝達関数のバリオグラムの解析結果 
(4)式の第 1 項は，(6)式のトレンド関数の最大次
数が大きくなると小さくなるが，一方で第 2 項は
大きくなる。そのため，最大次数を増やしていく
とある最大次数までは(4)式の第 1 項と第 2 項の和
は減少するが，それ以降は増加する。そこで本研
究では，すべての周波数に対して AIC が増加に転
じるまで最大次数を増やして計算を行った。 
図-5 は，0.2～6.0Hz の周波数領域における伝達
関数について(a) (4)式で評価される AIC，(b) (a)の
AIC についてトレンド関数の最大次数が 1 あるい
は 2 の場合，最大次数 0 との差を示している。確
認のため最大次数 2 の場合まで計算を行ったが，
対象とした全ての周波数において，AIC の値はト
レンド関数の最大次数を 0 とした場合に最小とな
っており，したがって尾張旭市では最大次数 0 の
    
(a) AIC            (b)  AICの差異  
図-5 提案法における AICの絶対値と差異値   図-6 レンジの計算結果 図-7 シルの計算結果 
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トレンド関数によって最適な確率場モデルを表す
ことができる。また，図-5(a)(b)の一点鎖線は一般
的なクリギング法による同データを用いた場合の
最大次数 0 の AIC の値を示しているが，例えば周
波数 0.6012Hz の時は拡張クリギング法で求めた
AICとの差が 244，1.001Hzは 199，2.038Hzは 216，
4.065Hz は 127 と，どの周波数においても拡張ク
リギング法を用いて求めた AIC の値の方が 1 以上
小さくなる。AIC では，同じデータに対する複数
の確率場モデルを比較する場合，その差が 1 以上
あることをもって有意な差がある(22とされるため，
したがって拡張クリギングを用いた場合の方が確
率場モデルを極めて適切に表現できていると判断
できる。図-6 は拡張クリギング法によるレンジ，
図-7 はシル+計算誤差分散を示したものであるが，
トレンド関数による値の違いはほとんど見られな
かった。 
以上のような空間統計解析結果として，妥当な
値が得られた。以上の結果に基づき，推定すべき
任意地点（任意の住宅の立地地点等）の加速度を
周波数ごとに推定することが可能である。 
詳細については，平成 31 年 4 月期の日本建築
学会技術報告集にて，公表予定のため，これに譲
ることとし，記載を控えるが，本報告書で提案し
た方法が実用可能であることを示している。 
 
６．おわりに 
本論文では ，解析対象領域内において密に採集
されたボーリング等の表層地盤データと想定地震
を用いた当該地点での表層地盤における伝達関数，
および拡張クリギング法によって全建物地点等の
任意地点での伝達関数を周波数毎に推定すること
で，限られた地震観測地点から工学的基盤面にお
けるスペクトル評価と空間補間計算を経て，任意
地点での地表面における加速度フーリエ振幅スペ
クトルを推定する手法を提案した。 
その結果，①愛知県尾張旭市を例として，工学
的基盤面における 11 種類の想定地震波群と市内
外のボーリングデータを用いて，等価線形一次元
応答解析によりボーリング地点での伝達関数を周
波数ごとに求め，拡張クリギング法により周波数
ごとに伝達関数の空間分布を推定した。尾張旭市
の場合，高周波数域において各地点での増幅率が
異なることから，特にその域にて空間統計解析に
よる任意地点での伝達関数が必要であることを示
していると考えられる。②求めた任意地点での伝
達関数と限られた地震計地点の観測記録を用いた
任意地点での加速度フーリエ振幅スペクトル評価
手法を提案し，さらに妥当性を検討した。尾張旭
市内のボーリング 642 地点での加速度フーリエ振
幅スペクトルを提案手法により求めた値（推定値）
と各地点での工学的基盤面における想定地震波と
伝達関数によって得られる地表面における加速度
フーリエ振幅スペクトル（観測値（仮））を求め比
較を行ったところ，推定値と観測値（仮）の加速
度フーリエ振幅スペクトルの比は各周波数・震源
において平均値は 1 に近い値となるが，標準偏差
は周波数が 2.0Hz より低いところでは 0.1 程度の
値となり，周波数が高くなるにつれて最大で 0.3
程度の値となる部分が見られた。 
本提案手法の検証は尾張旭市を対象とした事例
であるが，同市と同様な標準～硬質地盤の地域で
あれば，あらかじめその地域の地盤情報と地表面
と工学的基盤面における地盤の空間分布特性の整
備を行うことにより，適用が可能であると考えら
れる。軟弱地盤の場合は，等価線形一次元応答解
析時の最大ひずみの範囲が 0.1％を超える可能性
があるため，特に複数の地震動の観測記録におけ
るキャリブレーションを行う必要がある。 
ある解析対象領域において提案手法を適用する
場合，地表面における観測結果を用いて空間補間
をする場合に必要となる地震計設置地点よりも高
い密度でのボーリングデータ等の地盤情報が必要
となるが，任意地点での地表面における加速度フ
ーリエ振幅スペクトルの推定が可能となる。さら
に，災害による地形の変形や地盤改良により地盤
に変化があった場合にも地震動の推定が可能とな
る。 
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付録．研究の全体構想 
解析のフローチャートを示しながら、本研究の計
画・方法（：研究の全体構想）を、(Ａ)解析の手順、
(Ｂ)データの蓄積と精度アップのシステム、(Ｃ)成果
のイメージと利用の順に示す。 
(Ａ) 解析の手順 
解析は、(ａ)補整式とその精度の同定、(ｂ)シナリ
オ地震に対する被害予測マップの作成、(ｃ)地震速
報のための被害予測マップの作成の３つの手順に分
けて進める。ただし、これまでに解析したのは、既
往の地震の再現解析と補整式とその精度の同定であ
る。 
(ａ)補整式とその精度の同定 
1. データの収集と整理 
最初に、図の解析のフローチャートに示すように、
①で地質、地形、ボーリングデータ等地盤情報を収
集し、地質データに基づいて、解析領域を分ける。
さらに、②で過去に発生した地震データ(震源、マグ
ニチュードなど)を収集し、③で当該地震の地下深部
における地震波形を KiK-NET から収集する。さらに、
④で当該の地震による地表における地震動の記録を
収集する。また、⑤で、地震被害を推定するための
都市情報などを収集する。 
地震動の再現計算 
次に、④のデータを入力地震動とし、①のボーリ
ングデータに対して、各種方法を用い、⑥でボーリ
ング地点(地表)での地震動を計算する。 
2. 地震動計測空間分布の算定 
⑦で、⑥で各ボーリング地点において計算した地
震動(地表)に対し、クリギング法により地球空間統
計特性を同定する。この時、確率場モデル(正規分布、
対数正規分布等)、バリオグラムに関する検討と同定
を行う。特に、⑥で三次元に広がる地盤に対して一
次元を仮定した計算法を適用することによって発生
 
 
1. 付録 解析のフローチャート 
地質、地形、ボーリング情報等の収集、整理
過去における
実測地震動(地下)
都市情報などの
一般地図情報など
過去における
実測地震動(地表)
過去における
入力地震波形
(地下：KiK-NET)
被害予測マップの作成
(シナリオ地震対応)
地表における地震動の
推定値と実測値による
システマチックな
統計キャリブレーション
地表における地震動の計算
(ボーリング地点)
補整式の提案と
補整精度の同定
精度付地震動予測マップの作成
(地球統計学による空間補間)
(シナリオ地震対応)
精度付地震動予測マップの作成
(地球統計学による空間補間)
(地震速報対応)
発生時における
実測地震動(地表)
地表における地震動の計算
および補整
(地要：ボーリング地点)
シナリオ
地震動(地下)
シナリオ
入力地震波形
(地下)
地表における地震動の計算
および補整
(地表：ボーリング地点)
発生時の
地震動(地下)
発生時の
入力地震波形
(地下：KiK-NET)
被害予測マップの作成
(地震速報対応)
地震データの蓄積
シナリオ
震源モデル
地球統計学による 地表における
地震動の空間分布特性の解析
(バリオグラムなどの同定)
地震動計測地点(地表)の
地震動推定値の計算
地質、地形、
ボーリング情報等の
追加収集
地質、地形、
ボーリング情報等の蓄積
①
②
③
④
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑤
⑪⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳
21
22
23
24
25
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する誤差を、クリギング解析上、“観測誤差”として
計算を進める。 
3. 推定地震動の空間補間推定 
⑧で、⑦での解析結果と⑥で推定した地震動に基
づき、④で収集した地震計の設置された地点での地
震動を補間推定する。 
4. 推定地震と実測地震動の比較、キャリブレーシ
ョン 
⑨で、⑧で推定した地震動と④で収集した地震動
を比較し、統計解析によりキャリブレーションを行
い、⑩で、実測値に対する推定値の補整式とその補
整精度を求める。また、この時、⑥で利用する計算
方法による誤差特性を分析し、最も補整誤差の小さ
い計算方法を選択する。 
(ｂ)シナリオ地震に対する被害予測マップの作成 
1. シナリオ震源モデルの設定と地震伝播の計算 
最初に、⑪で、シナリオ地震の震源モデルを設定す
る。あるいは、過去に提案された東南海地震の震源
モデルを利用する。また、⑪に基づいて基盤中の地
震伝播(主に距離減衰)を計算し、⑬の解析対象地域
における地震波を推定する。地震動の推定と補整 
次に、⑭で、⑬で推定した地震波を入力地震動と
し、①のボーリングデータに対して、⑨で選択した
最も精度のよい計算方法を用いて、ボーリング地点
(地表)での地震動を計算する。さらに、この推定値を
⑩の補整式で補整し、その精度を計算する。 
2. 精度付地震動予測マップの作成(シナリオ地震
対応)：推定地震動の空間補間推定 
⑮で、⑭で各ボーリング地点において計算、補整
した地震動(地表)に対し、⑦で同定した確率場モデ
ルを利用して、クリギング法により、任意の地点、
あるいは、任意の領域における地震動を推定し、そ
の推定精度を計算する。 
3. 被害予測マップの作成(シナリオ地震対応) 
⑯で、⑮で推定した地震動と、その推定精度に基
づき、⑤で収集した都市データ等を利用して、被害
予測マップを作成する。マップは行政の様々な情報
と重乗し、解析することを念頭に、GIS を用いて表
示するとともに、拡張可能なシェイプ形式で管理活
用していく。 
 (ｃ)地震速報のための被害予測マップの作成 
1. 発生時の地震情報の収集 
最初に、⑰で、地震発生時の震源情報を収集する。 
2. 発生地震の地震波(解析対象領域の地下)の収集 
同時に、⑱で、発生地震の地下深部における地震
波形を KiK-NET から収集する。また、⑲で地表にお
ける地震動をリアルタイムに計測し収集する。 
3. 地震動の推定と補整 
次に、⑳で、⑱で推定した地震波を入力地震動と
し、①のボーリングデータに対して、⑨で選択した
最も精度のよい計算方法を用いて、ボーリング地点
(地表)での地震動を計算する。さらに、この推定値を
⑩の補整式で補整し、その精度を計算する。 
4. 精度付地震動予測マップの作成 (地震速報対
応)：推定地震動の空間補間推定 
○21で、⑳で各ボーリング地点において計算、補整
した地震動(地表)と⑲で実測した地震動(地表)の2種
類のデータに対し、それぞれの推定精度(⑲の場合は
誤差=0)を付帯させて、⑦で同定した確率場モデルを
利用して、クリギング法により、任意の地点、ある
いは、任意の領域における地震動を推定し、その推
定精度を計算する。 
5. 被害予測マップの作成(地震速報対応) 
○22で、○21で推定した地震動と、その推定精度に基
づき、⑤で収集した都市データ等を利用して、被害
予測マップを作成する。 
(Ｂ) データの蓄積と精度アップのシステム 
（a） 地震データの追加収集と整理 
○23で、⑰と⑱および⑲と収集した地震データにより、
⑩で提案した補整式と補整精度の精度を向上させる。 
（b） 地質、地形、ボーリングデータの追加収集
と整理 
○24で、地質、地形、ボーリングデータを追加収集し、
○25で、蓄積するデータは①のデータに追加し、さら
なる地震動予測の精度アップに利用する。 
（c） 追加データの収集の方法とメリット 
特に、⑮、⑯、○21、○22の予測マップを基に、ボーリ
ング情報や地震計測の不足している地点などを洗い
出すことができる。この場合、ボーリング調査の追
加や、地震計の設置場所の追加、変更などによって、
さらに予測精度の高いマップを作成することが可能
となる。 
また、⑤のデータも逐次更新することが望ましい。
(Ｃ) 成果のイメージと利用方法の検討：高精度地
震動マップとGISを活用した利活用へのカスタマイ
ズ 
作成した高精度地震動マップは、行政が行う様々
な災害事前、事後対策のベースマップとして活用
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可能である。特にこれまでの紙ベースのマップと
異なり、地震動観測データの蓄積やボーリング試
料の追加による地震動マップの予測精度の向上に
伴う更新(進化)に加え、付加情報の更新も同時に
可能である。したがって災害の事前対策から即時
の災害情報提供まで、幅広く提供可能である。GIS
を用いた空間的な地震動マップに、例えば耐震化
と非耐震構造物分布を重乗表示し、橋梁や道路の
被災予測、緊急輸送道路のネットワーク検索など、
GIS の分析機能を用いた精査が可能である。これ
らについて行政と議論しながらカスタマイズを行
っていく。 
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